
○唐津市青少年体験活動推進事業補助金交付要綱 

平成１７年４月１日 

教育委員会告示第５１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、次代を担う青少年が体験活動や団体生活等を通じて、たくま

しく心豊かな人格を形成するなど、青少年の健全な育成の一層の推進を図るため、

青少年の宿泊体験事業を実施する民間の団体に対し、予算の範囲内において補助

金を交付することに関し、唐津市補助金等交付規則（平成１７年規則第４２号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となるもの（以下「補助対象事業者」という。）は、

前条の趣旨に基づき補助対象事業を自らが企画し、及び主催するもののうち、市

内に存する次に掲げる団体とする。 

(1) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４

９号）第４条の規定により認定された団体 

(2) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）により設立された法人 

(3) 前２号以外の民間団体（法人格を有するものに限る。） 

(4) 前３号の規定に掲げるもののほか、補助対象事業を実施するために必要な体

制を有すると教育委員会が特に認める団体 

（平２３教委告示９・全改、令４教委告示５・一部改正） 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、市

内に住所を有する青少年及びそれらの指導者が合計で１０人以上参加する１泊２

日以上の宿泊を伴う国内での体験型の活動事業又は市内に住所を有する青少年及

び指導者が合計で５人以上参加する２泊３日以上の宿泊を伴う国外での体験型の

活動事業とし、次に掲げる事業をいう。 

(1) 自然を体感する体験活動又は野外活動事業 

(2) 子どもが主体的に環境美化、地域福祉等に参加する活動を行う事業 



(3) 国際交流又は国際理解の伸張を図るために行う海外研修又はホームステイ事

業 

(4) 農林水産業又は商工業等の職場・職業体験に関する事業 

(5) 地域行事等への企画活動又は地域の課題に関する取組等を行う社会参画・地

域活動に対する事業 

(6) 共同生活を行いながら通学する通学合宿事業 

(7) 前各号に関するもののほか、教育委員会が特に必要と認める事業 

２ 前項の補助対象事業については、次の要件を満たさなければならない。 

(1) 実施時点で６歳以上１８歳以下の参加者が参加者の総数の３分の２を超えて

いること。ただし、通学合宿については、この限りでない。 

(2) 参加者が異年齢又は複数の学校で構成されること。 

(3) 参加者が応分の費用を負担すること。 

(4) 営利を目的とする活動又は宗教的若しくは政治的な宣伝を意図する活動でな

いこと。 

(5) 下部組織への財政支援を目的とする活動又は類似団体への助成を目的とする

活動でないこと。 

（平２３教委告示９・全改、平２４教委告示１２・平２８教委告示６・平

３０教委告示３・令４教委告示５・一部改正） 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象事業を実施するために必要と教育委員会が認める経費で、次に掲げるもの

をいう。 

(1) 報償費（講師謝礼） 

(2) 交通費及び宿泊費（ただし、宿泊に伴い生ずる食糧費については、１日当た

り１人２，０００円を限度とする。） 

(3) 需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費及び保険料） 

(4) 使用料及び賃借料 

(5) 委託料 



(6) 役務費（手数料及び通信運搬費） 

(7) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認めるもの 

（平２３教委告示９・全改、令４教委告示５・一部改正） 

（補助金の額等） 

第５条 補助対象事業に対する補助金の額及びその限度額は、別表のとおりとする。 

２ 補助金の交付は、１補助対象事業者につき、同一年度において１回限りとする。 

（平２３教委告示９・全改、平２４教委告示１２・一部改正） 

（補助金の交付申請） 

第６条 規則第４条の補助金交付申請書は、第１号様式によるものとし、原則とし

て事業開始日の３０日前までに市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付の条件） 

第７条 規則第６条第３項の規定により、補助金の交付の決定においては、次に掲

げる条件を付するものとする。 

(1) 法令、規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

(2) 補助対象事業を変更し、又は中止し、若しくは廃止しようとする場合におい

ては、市長の承認を受けること。 

(3) 補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困

難になった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

２ 前項第２号の規定により補助対象事業の変更の承認を受けようとするときは、

規則第９条の規定に基づき計画変更の申請書を市長に対し、提出しなければなら

ない。ただし、補助金額に変更がない場合については、計画変更申請書の提出を

要しない。 

（平２３教委告示９・平２９教委告示４・令元教委告示６・一部改正） 

（実績報告） 

第８条 規則第９条の実績報告書は、第２号様式によるものとする。 

２ 前項の実績報告書の提出期限は、補助対象事業完了後３０日以内又は補助金の

交付の決定に係る年度の３月３１日のいずれか早い日とする。 

（関係書類の整備及び保管） 



第９条 補助対象事業者は、補助対象経費の収支を明らかにした書類等を整備し、

補助対象事業完了後５年間保管しなければならない。 

（平２３教委告示９・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、青少年体験活動推進事業補助金交付要綱（平

成１６年）の規定によりなされた処分、手続きその他の行為は、この要綱の相当

規定によりなされたものとみなす。 

（青少年体験活動推進事業補助金交付要綱の廃止） 

３ 青少年体験活動推進事業補助金交付要綱は廃止する。 

附 則（平成１８年教委告示第７号） 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年教委告示第４号） 

この要綱は、告示の日より施行し、平成１９年４月１日以降に行われる補助対象

事業から適用する。 

附 則（平成２０年教委告示第１０号） 

この要綱は、平成２０年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２３年教委告示第９号） 

この要綱は、告示の日から施行し、改正後の唐津市青少年体験活動推進事業補助

金交付要綱の規定は、平成２３年４月１日以後に行う補助対象事業から適用する。 

附 則（平成２４年教委告示第１２号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成２４年度に行う補助対象事業から適用す

る。 

附 則（平成２８年教委告示第６号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成２８年度に行う補助対象事業から適用す

る。 



附 則（平成２９年教委告示第４号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成２９年度に行う補助対象事業から適用す

る。 

附 則（平成３０年教委告示第３号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成３０年度に行う補助対象事業から適用す

る。 

附 則（令和元年教委告示第６号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和３年教委告示第１２号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和４年教委告示第５号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年教委告示第５号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

（令７教委告示５・全改） 

補助対象事業 補助対象事業 補助対象事業 補助対象事業 

自然体験・野外活動 

ボランティア・奉仕活

動 

国際交流・国際理解 

職業体験・職場体験 

社会参画・地域活動 

その他教育委員会が

特に認めるもの 

国内 １ 泊 ２

日 

補助対象経費の

総額から寄附金そ

の他の収入（参加

者負担金を除く）

を控除した額に２

分の１を乗じた額

（ 千 円 未 満 切 捨

て） 

参加人数に７，０００円を

乗じた額（３５万円を限度

とする） 

２ 泊 ３

日 

参加人数に１２，０００円

を乗じた額（６０万円を限

度とする） 

３ 泊 ４

日以上 

参加人数に２０，０００円

を乗じた額（１００万円を

限度とする） 

国外 ２ 泊 ３ 参加人数に３０，０００円



日以上 を乗じた額（９０万円を限

度とする） 

通学合宿 国内 １ 泊 ２

日以上 

３０，０００円 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第６条関係） 

（平１８教委告示７・全改、平１９教委告示４・平２０教委告示１０・平

２３教委告示９・平２４教委告示１２・平２９教委告示４・平３０教委告

示３・令３教委告示１２・一部改正） 

第２号様式（第８条関係） 

（平１８教委告示７・全改、平１９教委告示４・平２３教委告示９・平２

４教委告示１２・平２９教委告示４・平３０教委告示３・令３教委告示１

２・一部改正） 

 


